
項目 内容

名称 イソペンチルアミン

一般的名称 Isopentylamine

英名 Isopentylamine

CAS番号 107-85-7

指定日 平成22年10月20日　　　官報

消費者庁 
* 消食表第377号　消費者庁次長通知　　平成22年10月20日

「食品衛生法に基づく添加物の表示等について」の一部改正  　平成22年10月20日改正

厚生労働省 
* 薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会　　　　　　　　  平成２２年３月３日

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会添加物部会　 平成２１年１２月２５日

食品安全委員会
第309回　食品安全委員会　　　　　　　平成２１年１１月１２日　評価書
第 77回　添加物専門調査会　          平成２1年９月７日

JECFA等の国際的評価機関
の結果

FEXPANにより評価され1970年のGRAS 4に公表された
1)
。

本成分は、2005年第65回JECFA会議で、脂肪族、芳香族のアミン及びアミドの一つとして
評価され、推定摂取量が、クラスⅠの摂取許容値を下回るなど、香料としての使用におい

て安全性の懸念はないと評価された
2)
。

JECFA番号 1587

外国の認可状況・使用状況 欧米をはじめ各国で認可され、広く使用されている。

FEMA GRAS番号 3219

CoE番号 512

21CFR掲載 なし

EUレジスター FL No. 11.001

使用量データ 0.4kg（米国、1995年）、 198kg（EU、1995年）
3)

我が国での添加物としての
必要性

本物質はアンモニア様の香気を有し、きのこ類の他、酒類、野菜類、コーヒー等の食品に
幅広く存在する成分であり、種々の加工食品において香りを再現し、風味を向上する際に
必要不可欠な物質である。本物質は現在日本では未認可であるが、その添加量は微量
ながら効果は非常に大きく、様々な加工食品に対してすでに国際的には着香の目的で広
く使用されている。したがって国際整合性の面からみても、本物質を日本で使用できるよ
うにすることが不可欠と考えられる。

天然での存在
トリュフ、ヤマドリタケ、ワイン、ルバーブ、コーヒー、トマトなどの食品中に存在が確認され

ている
4)
。

米国での食品への使用例
(平均的添加率）

清涼飲料（1.01ppm）、ゼラチン・プリン類（1.00ppm）、肉製品（0.88ppm）、焼菓子
（0.58ppm）、冷凍乳製品類（0.5１ppm）、

ソフト・キャンディー類（0.51ppm） 等
3)

参考資料

1) Food Technology(1970) Vol.24. No.5, pp25-34.
2) WHO Food Additives Series 56.Safety Evaluation of Certain Food　Additives(2006)
(Report of 65th JECFA meeting）
   http://www.inchem.org/documents/jecfa/jecmono/v56je13.pdf
3) RIFM-FEMA Database(website accessed in August 2009)（未公表）
4） VCF Volatile Compounds in Food : database / Nijssen, L.M.; Ingen-Visscher, C.A. van;
Donders, J.J.H. [eds]. - Version 10.1.1.1 - The Netherlands : TNO Quality of Life
(website accessed in August 2009)（未公表）

*食品表示等に関する通知は、平成21年9月1日より消費者庁へ移管されました

http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-anzen/other/ikan.html



 

 

消 食 表 第 ３ ７ ７ 号 

平成２２年１０月２０日 

 

    都道府県知事        

 各  保健所設置市長          殿 

    特 別 区 長        

 

 

消費者庁次長   

 

 

食品衛生法に基づく添加物の表示等について 

 

 

食品衛生法施行規則の一部を改正する省令（平成２２年厚生労働省令第１１３号）及び

食品、添加物等の規格基準の一部を改正する件（平成２２年厚生労働省告示第３７２号）

が本日公布され、これにより食品衛生法施行規則（昭和２３年厚生省令第２３号。以下「規

則」という。）及び食品、添加物等の規格基準（昭和３４年厚生省告示第３７０号）の一

部が改正されたところである。 

これに伴い、「食品衛生法に基づく添加物の表示等について」（平成８年５月２３日付

け衛化第５６号厚生省生活衛生局長通知）（以下「旧通知」という。）により通知した内

容を別添のとおり変更し、新たに通知を発出するものである。 

なお、本通知の制定に伴い、旧通知は廃止する。 



(別添) 食品衛生法に基づく添加物の表示等について(変更箇所)

E事生住ヲさ~ 1i動主主主主亘矢口 ( 1日〉 5肖重量零雪 J守主重安口 〈華斤〉

添加物の表示等については，昭和63 年7月27 日衛化第42 号Eぴ平成元年11 月28 日街化第66 号| 食品衛生法施行規則の一部を改正する省令(平成22 年厚生労働省令第11 3 号)及び童晶、

により通知するとともに，食品衛生法施行規則(昭和23 年厚生省令第23 号.以下「規則」とい|添加物等の規格基準町一部を改Eする件(平成22 年厚生労働省告示第372 号)が本日公布

うJ 等の改正については，平成 8 年s月23 日付衛宜第135 号により通知したところであるが， Iされ、これにより食品衛生法施行規則(昭和23 年厚生省令第23 号.以下「規則」という J
食品衛生法に基づく添加物の表示等に関する制度の概要及び運用ょの留意事項を整理すると， I及び宜晶、添加物等の規格基準(昭和 34 年厚生省告示第 37 0 号}町一部が改正されたとこ
下記のとおりであるので，貴宮下関係者に周知循底するとともに，その運用に遺憾のないよう|ろである.

;?;;:;:iこ2222t;;GitZZJ712( ヒ;;;23311M 別|第三詰込2rJ221 芯?〈(31tZ27::;;JJ;;;:;: ぷ!?;ft
通知を発出するものである.

なお‘本通知の制定に伴い、旧通知は廃止する.

! r.記

1 制度の概要 I 1 制度の槻聾
( 1 ) 略(1 )略}

( 2) 7略 (2 )ア(略)

イ 添加物及びその製剤については，規格基準の有無に係わらず，名称，消費期限又| イ 濡加物及びその製剤については，規格基準の有無に係わらず，名称，消費期限又

は盈豆盆笠期限，製造所所在地，製造者氏名且び「宜品添加物」町文字等の表示を| は童盛期限，製造所所在地，製造者氏名Eぴ「童品添加物」の文字等の表示を

要するものであること 要するものであること.

ウ ~オ(略ウ~オ(略)

2 運用ょの留意事項 (略) 2 運用上の留意事項 (略}



信事主主~イ動主主主主主邑矢口 ( I日〉 Z肖重量辛苦Fr五車矢口 〈義斤〉

~IJ 紙 1 別紙 1

簡略名一覧表 簡略名一覧表

物 質 名 簡 略 名 物 質 名 簡 略 名

(略〕 (略) {略)

亜硫酸ナトリウム 車硫酸塩.lII[硫酸Na. lII[硫酸ソーダ E硫酸ナトリウム 亜硫酸塩，亜硫酸Na

(略) (略) (略) (略)

Lーグルタミン酸 グルタミン酸 L-グルタミン酸 グルタミン酸

L-グルタミン酸7ンモ ウム グルタミン酸7ンモ ウム

しーグルタミン磁力リウム グルタミン酸カリウム，グルタミン酸K Lーグルタミン酸カリウム グルタミン酸カリウム，グルタミン酸K

(略) (略) (略) (略)

ケイ酸カルシウム ケイ酸Ca ケイ酸カルシウム ケイ酸Ca

ケイ陸マグネシウム ケイ酸M.i!

コハク酸ーナトリウム コハク酸ナトリウム，コハク酸Na コハク酸ーナトリウム コハク酸ナトリウム，コハク酸Na

(略) (略) (略) {略)

二酸化ケイ素 酸化ケイ素{微粒二酸化ケイ章を用いる場合 二陸化ケイ華 酸化ケイ素(微粒二酸化ケイ素を用いる場合

は微粒酸化ケイ章J. r微粒シリカゲル』 は.r微粒一酸化ケイ畢』と表示主るほか.r微
という簡略名を用いることができる.) 粒酸化ケイ章J. r微粒シリカゲル」という簡

略名を用いることができる.) 

(略) (略) {略) (略)

ピロリン酸四カリウム ピロリン酸カリウム，ピロリン酸K ピロリン酸四カリウム ピロリン酸 K

(略) (略) (略) (略)

ピロリン酸四ナトリウム ピロリン酸ナトリウム，ピロリン酸Na ピロリン酸四ナトリウム ピロリン酸Na

(略) (略) (時) (略)

フマjレ酸ーナトリウム フマル酸ナトリウム，フマJレ態Na フマル酸ーナトリウム フマル酸Na

(略) (略) (略) {略)



E享生住苦音信力毛主主重量口 ( I日〉 5肖聖堂唱雪F'r主盈9E口 〈華斤〉

別紙 2 別紙 2

同種の機能の滞加物を併用した場合における簡略名の例 同種の機能の添加物を併用した場合における簡略名の例

同種のι添加物の酸及び塩を併用した場合 同種の添加物の酸及び塩を併用した場合

併用する物質名 簡 略 名 併用する物質名 簡 略 名

安息香酸及び安息香酸ナトリウム 安息香酸 (Na) 安息香酸Eび安息香酸ナトリウム 安息香酸 (Na)

クエン酸及びクヱン酸ナトリウム クヱン陵 (Na) クエン酸及びクエン酸ナトリウム クヱン酸 (Na)

ソルピン酸、ソルピン酸カリウム及びソルピン酸カルシウム ソルピン濫(K. Ca) ソルピン酸、ソJレビン酸カリウムEぴソルピン酸カルシウム ソルビン酸 (K. Ca) 

乳酸，乳酸ナトリウム及び乳酸カルシウム 乳酸 (Na. Ca) 乳酸，乳酸ナトリウム及び乳酸カルシウム 乳酸 (Na. Ca) 

氷酢酸Eび酢酸ナトリウム 酢酸 (Na) 氷酢酸及び酢酸ナトリウム 酢酸 (Na) 

リン酸車びリン酸三ナトリウム リン陵 (Na) リン酸且びリン酸三ナトリウム りン酸 (Na)

2 同種の添加物の塩を併用した場合 2 同種の濡加物の塩を併用した場合

併用する物質名 簡 略 名 併用する物質名 簡 略 名

ケイ酸カルシウム及びケイ酸マグネシウム ケイ酸 (Ca. Mg) 

DL ー酒右酸水素カリウム亙ぴ DL ー酒石酸ナトリウム 調石酸塩 (K. Na) DL ー酒石酸水素カリウム及びDL ー酒石酸ナトリウム 酒石酸塩 (K. Na) 

ステアリン酸カルシウム及びステアリン酸マグネシウム ステアリン酸 (Ca. Mg) ステアリン酸先ルシウム及びステアリン酸マグネシウム ステアリン醸 (Ca. Mg) 

ステアロイル乳酸カルシウム及びステ7口イル乳酸ナトリウム ステアロイル乳酸 (Ca.Na) ステアロイル乳酸カルシウム及びステアロイJレ乳酸ナトリウム ステ7ロイル乳酸 (Ca. Na) 

炭酸ナトリウム及び炭酸マグネシウム 炭酸塩 (Na. Mg) 炭酸ナトリウム及び炭酸マグネシウム 炭酸塩 (Na. Mg) 

ピロリン酸ニ水素カルシウム及びピロリン酸四ナトリウム リン酸塩 (Ca. Na) ピロリン酸ニ水素カルシウム及びピロリン酸四ナトリウム リン酸塩 (Ca. Na) 

ポリリン酸カリウム及びメタリン酸カリウム リン酸塩(K ) ポリリン酸カリウム及びメタリン酸カリウム リン酸塩(K ) 

ピロリン酸四ナトリウム及びポリリン酸ナトリウム リン酸塩川a) ピロリン酸四ナトリウム1)，びポリリン酸ナトリウム リン酸塩 (Na)

ピロリン酸四ナトリウム且びメタリン酸カリウム リン酪塩 (Na. K) ピロリン酸四ナトリウム且びメタリン酸カリウム リン酸塩 (Na. K) 

フヱロシアン化カリウム及びフェロシアン化ナトリウム フヱロシアン化物 (K.Na) フェロシアン化カリウム及びフェロシアン化ナトリウム フェロシアン化物 (K. Na) 



1享圭乞安全 f動省五重矢口 ( I日〉

別紙 4

書一括名の定義'*びその添加物の範囲

1 - 6 略)

7 香料

( 1 )、(2 )略)

( 3 ) 添加物の範囲 以下の添加物を香料としての目的で使用する場合.

(略}

イソプタノール イソプロパノーJレ

インドーJレ及びその誘導体

(略)

2 ヱチルピラジン 2 ーヱチル- 3 ーメチルピラジン

(略)

1 ， 8 ーシ主主ール

(略)

8、9 略)

1 0 翻味料

( 1 )、(2 )略)

ヱテル類

脂肪酸類

( 3 ) 添加物の範囲 以下町添加物を調味料としての目的で使用する場合.

① アミノ酸

(略)

グリシン L グルタミン酸

Lーグルタミン酸ナトリウム

(略)

②~④(略)

Z肖聖書E増雪月=遇皇矢口 〈菜斤〉

g~l~ 4 

書一括名の定義及びその添加物の範囲

1-6 略)

7 香料

( 1 )、(2 )略)

( 3 ) 添加物の範囲 以下回添加物を香料としての目的で使用する場合.

(略)

イソブタノール イソプ口パノル

イソベンチルアミン インドールEびその爵導体

(略)

2 ーエチルピラジン 2 ーヱチル- 3 ーメチルピラジン

2 エチル 5 メチルピラジン

(略)

1， 8 シ主主-)レ

(略)

8、 9 略)

1 0 調味料

(1)， (2) 略)

エーテル類

脂肪酸類

( 3 ) 添加物の範囲 以下の添加物を調味料としての目的で使用する場合。

① アミムノ酸

(略)

グリシン

Lーグルタミン酸アンモニウム

(略)

②~④(略)

Lーグルタミン酸

L グルタミン酸ナトリウム

1 1 R 腐用譲国剤 I 1 1 :;;:腐用語固剤

( 1 ) 定義 大Eから銅撃したE乳をE腐様に漉固させる際に用いられる添加物及びその製 I(1) 定義 大Eから調製したE乳を豆腐様に凝固させる際に用いられる添加物及びその製
剤 剤.

(2). (3) 略) ( 2 )、(3 )略)

1 2 - 1 4 略) 1 2 - 1 4 略)

JFFMA
長方形



E草生住主培イ動毛主主主量主主口 ( I日〉 5肖重量尋雪月=選主安ロ 〈義斤〉

sIII.丑5 sHH 

栄養強化の目的が考えられる添加物の範囲 栄養強化の目的が考えられる添加物の範囲

( 1 ) (時) ( 1 ) (略)

( 2 ) ミネラ Jレ類(3~品目) ( 2 ) ミネラル類 (30 品目)

( 3 ) アミノ酸類 (21品目) ( 3 ) アミノ酸類 (14品目)

(略) (略)



     平成 ２２年 １０月 ２０日 水曜日             （号外第 ２２０ 号） 

 

 

 官 報 

〔 省  令 〕   

○ 厚生労働省令 第百十三号  

 食品衛生法（昭和二十二年法律第二百三十三号）第十条の規定に基づき、食品衛生法施行規則

の一部を改正する省令を次のように定める。 

  平成二十二年十月二十日     厚生労働大臣 細川 律夫   

食品衛生法施行規則の一部を改正する省令 

 食品衛生法施行規則（昭和二十三年厚生省令第二十三号）の一部を次のように改正する。 

 別表第一中第四百三号を第四百七号とし、第百十六号から第四百二号までを四号ずつ繰り下げ、

第百十五号を第百十八号とし、同号の次に次の一号を加える。 

 百十九 ケイ酸マグネシウム 

 別表第一中第百十四号を第百十七号とし、第百十一号から第百十三号までを三号ずつ繰り下げ、

第百十号を第百十二号とし、同号の次に次の一号を加える。 

 百十三 Ｌ－グルタミン酸アンモニウム 

 別表第一中第百九号を第百十一号とし、第六十一号から第百八号までを二号ずつ繰り下げ、第

六十号を第六十一号とし、同号の次に次の一号を加える。 

 六十二 ２－エチル－５－メチルピラジン 

 別表第一中第五十九号を第六十号とし、第四十九号から第五十八号までを一号ずつ繰り下げ、

第四十八号の次に次の一号を加える。 

 四十九 イソペンチルアミン 

   附 則  

 この省令は、公布の日から施行する。 

 

JFFMA
長方形



JFFMA
長方形

JFFMA
長方形

JFFMA
長方形



JFFMA
長方形



 

 

 食安発１０２０第１号 

 平成２２年１０月２０日 

 

都道府県知事 

各   保健所設置市長   殿 

 特  別  区  長 

 

厚生労働省医薬食品局食品安全部長 

 

 

食品衛生法施行規則の一部を改正する省令及び食品、 

添加物等の規格基準の一部を改正する件について 

 

 

食品衛生法施行規則の一部を改正する省令（平成２２年厚生労働省令第１１３

号）及び食品、添加物等の規格基準の一部を改正する件（平成２２年厚生労働省

告示第３７２号）が本日公布され、これにより食品衛生法施行規則（昭和２３年

厚生省第２３号。以下「省令」という。）及び食品、添加物等の規格基準（昭和

３４年厚生省告示第３７０号。以下「告示」という。）の一部が改正されたとこ

ろであるが、改正の概要等は下記のとおりであるので、その運用に遺憾なきよう

取り計らわれたい。  

また、当該改正の概要等につき、関係者への周知方よろしくお願いする。 

記 

 

第１ 改正の概要 

１ 省令関係 

食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号。以下「法」という。）第１０条

の規定に基づき、イソペンチルアミン、２－エチル－５－メチルピラジン、L

－グルタミン酸アンモニウム及びケイ酸マグネシウムを省令別表第１に追加

したこと。 

 ２ 告示関係 

（１）法第１１条第１項の規定に基づき、農薬アミスルブロム、イプロベンホ

ス、スピロテトラマト、トリルフルアニド、ピリフルキナゾン、ブタミ

ホス、フルアクリピリム及びミルベメクチンについて、食品中の残留基

準を設定したこと（別紙１参照）。 
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（２）法第１１条第１項の規定に基づき、動物用医薬品イミドカルブ及びセフ

キノムについて、食品中の残留基準を設定したこと（別紙２参照）。 

（３）法第１１条第１項の規定に基づき、イソペンチルアミン、２－エチル－

５－メチルピラジン、ケイ酸マグネシウムの使用基準及び成分規格を設

定したこと。 

（４）法第１１条第１項の規定に基づき、L－グルタミン酸アンモニウムの成

分規格を設定したこと。  

 

第２ 施行・適用期日 

１ 省令関係 

 公布日から施行されるものであること。 

 ２ 告示関係 

公布日から施行されるものであること。ただし、残留基準値を改正するも

ののうち、下表の農薬等ごとに掲げる食品に係る残留基準値については、平成

２３年４月２０日から適用されるものであること。 

 

農薬等 食品 

イミドカルブ 牛の食用部分 

セフキノム 牛の筋肉、牛の脂肪、牛の肝臓、牛の腎臓及び牛の食用部分 

トリルフルアニド 
ブルーベリー、クランベリー、ハックルベリー、その他のベ

リー類果実、その他の果実及びその他のスパイス 

ブタミホス 

小豆類、えんどう、そら豆、らつかせい、その他の豆類、さ

といも類、かんしよ、こんにやくいも、その他のいも類、だ

いこん類の根、だいこん類の葉、かぶ類の根、かぶ類の葉、

西洋わさび、クレソン、はくさい、キャベツ、芽キャベツ、

ケール、こまつな、きような、チンゲンサイ、カリフラワー、

ブロッコリー、その他のあぶらな科野菜、ごぼう、サルシフ

ィー、アーティチョーク、チコリ、エンダイブ、しゆんぎく、

レタス、その他のきく科野菜、たまねぎ、ねぎ、にんにく、

にんじん、パースニップ、パセリ、セロリ、みつば、トマト、

なす、きゆうり、かぼちや、しろうり、すいか、まくわうり、

その他のうり科野菜、ほうれんそう、たけのこ、オクラ、し

ようが、その他の野菜、みかん、なつみかんの果実全体、レ

モン、オレンジ、グレープフルーツ、ライム、その他のかん

きつ類果実、びわ、もも、あんず、すもも、うめ、おうとう、

ラズベリー、ブラックベリー、ブルーベリー、クランベリー、

ハックルベリー、その他のベリー類果実、ぶどう、キウィー、
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なつめやし、その他の果実及びその他のスパイス 

フルアクリピリム 

みかん、マルメロ、ネクタリン、かき、バナナ、パパイヤ、

アボカド、パイナップル、グアバ、マンゴー及びパッション

フルーツ 

ミルベメクチン 

米、小麦、大麦、ライ麦、とうもろこし、そば、その他の穀

類、えんどう、そら豆、らつかせい、その他の豆類、ばれい

しよ、さといも類、かんしよ、こんにやくいも、その他のい

も類、てんさい、さとうきび、だいこん類の根、だいこん類

の葉、かぶ類の根、かぶ類の葉、西洋わさび、クレソン、は

くさい、キャベツ、芽キャベツ、ケール、こまつな、きよう

な、チンゲンサイ、カリフラワー、ブロッコリー、その他の

あぶらな科野菜、ごぼう、サルシフィー、アーティチョーク、

チコリ、エンダイブ、しゆんぎく、レタス、その他のきく科

野菜、たまねぎ、ねぎ、にんにく、にら、アスパラガス、わ

けぎ、その他のゆり科野菜、にんじん、パースニップ、パセ

リ、セロリ、みつば、その他のせり科野菜、かぼちや、しろ

うり、まくわうり、その他のうり科野菜、ほうれんそう、た

けのこ、オクラ、しようが、マッシュルーム、しいたけ、そ

の他のきのこ類、その他の野菜、その他のかんきつ類果実、

マルメロ、びわ、あんず、すもも、うめ、おうとう、いちご、

ラズベリー、ブラックベリー、ブルーベリー、クランベリー、

ハックルベリー、その他のベリー類果実、ぶどう、かき、バ

ナナ、キウィー、パパイヤ、アボカド、パイナップル、グア

バ、マンゴー、パッションフルーツ、なつめやし、その他の

果実、ひまわりの種子、ごまの種子、べにばなの種子、綿実、

なたね、その他のオイルシード、ぎんなん、くり、ペカン、

アーモンド、くるみ、その他のナッツ類、茶、コーヒー豆、

カカオ豆、ホップ及びその他のスパイス 

 

第３ 運用上の注意 

１ 使用基準関係 

（１）イソペンチルアミン及び２－エチル－５－メチルピラジンについては、

「着香の目的以外に使用してはならない。」との使用基準が設定された

ことから、有機溶剤として使用する等の着香の目的以外の使用は認めら

れないこと。 

（２）ケイ酸マグネシウム及びこれを含む製剤は、油脂のろ過助剤以外の用途

に使用してはならないこととされ、最終食品の完成前にこれを除去しな

ければならないとされたこと。 
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（３）L－グルタミン酸アンモニウムの使用基準は設定しないものの、その使

用に当たっては、適切な製造工程管理を行い、食品中で目的とする効果

を得る上で必要とされる量を超えないものとすること。 

２ 食品中の分析法について 

ケイ酸マグネシウムの食品中の分析法については、本日付け食安基発１０

２０第４号厚生労働省医薬食品局食品安全部基準審査課長通知を参照された

いこと。 

 ３ 残留基準関係 

（１）今回基準値を設定するスピロテトラマトとは、スピロテトラマト及び 

代謝物 M1〔シス-3-(2,5-ジメチルフェニル)-4-ヒドロキシ-8-メトキシ 

-1-アザスピロ[4.5]デカ-3-エン-2-オン〕をスピロテトラマト含量に換 

算したものの和をいうこと。 

（２）今回基準値を設定するピリフルキナゾンとは、ピリフルキナゾン及び 

代謝物 B〔1,2,3,4-テトラヒドロ-3-[(3-ピリジルメチル)アミノ]-6-[1, 

2,2,2-テトラフルオロ-1-(トリフルオロメチル)エチル]キナゾリン-2- 

オン〕をピリフルキナゾン含量に換算したものの和をいうこと。 

（３）今回基準値を設定するミルベメクチンとはミルベメクチン A3[(10E, 

14E,16E,22Z)-(1R,4S,5'S,6R,6'R,8R,13R,20R,21R,24S)-21,24-ジヒド 

ロキシ-5',6',11,13,22-ペンタメチル-3,7,19-トリオキサテトラシク 

ロ[15.6.1.14,8.020,24]ペンタコサ-10,14,16,22-テトラエン-6-スピ 

ロ-2'-テトラヒドロピラン-2-オン]及びミルベメクチン A4[(10E,14E, 

16E,22Z)-(1R,4S,5'S,6R,6'R,8R,13R,20R,21R,24S)-6'-エチル-21,24- 

ジヒドロキシ-5',11,13,22-テトラメチル-3,7,19-トリオキサテトラシ 

クロ[15.6.1.14,8.020,24]ペンタコサ-10,14,16,22-テトラエン-6-ス 

ピロ-2'-テトラヒドロピラン-2-オン]の和をいうこと。 

 

第４ その他 

法に基づく残留基準値の設定に合わせ、農薬取締法（昭和２３年法律第８２

号）に基づくピリフルキナゾンに係る登録並びにアミスルブロム及びミルベメ

クチンに係る適用拡大のための変更登録が農林水産省において行われること。

なお、農薬アミスルブロム、スピロテトラマト及びピリフルキナゾン並びに動

物用医薬品イミドカルブ及びセフキノムについての試験法については、後日通

知することとしていること。 
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平成21年11月  

厚生労働大臣  

長重 昭 殿  

食品安全委員会  

委員長  小泉 直  

食品健康影響評価の結果の通知について  

平成21年8月12日付け厚生労働省発食安0812第1号をもって貴省から当委  

員会に意鹿を求められたイソペンチルアミンに係る食品健康影響評価の結果は下記の  

とおりですので、食品安全基本法（平成15年法律第48号）第23条第2項の規定  

に基づき通知します。   

なお、食品健康影響評価の詳細は別添のとおりです。  

記   

イソペンチルアミンは、食品の着香の目的で使用する場合、安全性に懸念がないと  

考えられる。   
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要 約 

 
食品の香料に使用される添加物「イソペンチルアミン」（CAS 番号：107-85-7）

について、各種試験成績等を用いて食品健康影響評価を実施した。 
評価に供した試験成績は、反復投与毒性及び遺伝毒性に関するものである。 
 
本物質には、少なくとも香料として用いられる低用量域では、生体にとって特段

問題となる毒性はないものと考えられる。また、食品安全委員会として、国際的に

汎用されている香料の我が国における安全性評価法により、構造クラスⅠに分類さ

れ、安全マージン（8,000～2,000,000）は 90 日間反復投与毒性試験の適切な安全

マージンとされる 1,000 を上回り、かつ、想定される推定摂取量（0.1～28.3 μg/人/
日）が構造クラスⅠの摂取許容値（1,800 μg/人/日）を下回ることを確認した。 

 
イソペンチルアミンは、食品の着香の目的で使用する場合、安全性に懸念がない

と考えられる。 
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Ⅰ．評価対象品目の概要 
 １．用途 
  香料 
 
 ２．化学名（参照 1） 
  和名：イソペンチルアミン 

英名：Isopentylamine、3-Methyl-1-butanamine、3-Methylbutan-1-amine、 
Isoamylamine、3-Methylbutylamine 

  CAS 番号：107-85-7 
 
 ３．分子式（参照 1） 
  C5H13N 
 
 ４．分子量（参照 1） 
  87.17 
 
 ５．構造式（参照 1） 
 
 
 
 
 ６．評価要請の経緯 

イソペンチルアミンは、トリュフ、ヤマドリダケ、ワイン、ルバーブ、コーヒ

ー、ケール等の食品中に存在する成分である（参照 2）。欧米では清涼飲料、ゼラ

チン・プリン類、肉製品、焼菓子、冷凍乳製品類、ソフト・キャンディー類等様々

な加工食品において香りの再現、風味の向上等の目的で添加されている（参照 1）。 
厚生労働省は、2002 年 7 月の薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会での了承

事項に従い、①FAO/WHO 合同食品添加物専門家会議（JECFA）で国際的に安全

性評価が終了し、一定の範囲内で安全性が確認されており、かつ、②米国及び欧

州連合（EU）諸国等で使用が広く認められていて国際的に必要性が高いと考え

られる食品添加物については、企業等からの指定要請を待つことなく、主体的に

指定に向けた検討を開始する方針を示している。今般、香料の成分として、イソ

ペンチルアミンについて評価資料が取りまとめられたことから、食品安全基本法

に基づき、食品健康影響評価が食品安全委員会に依頼されたものである。 
  なお、香料については、厚生労働省は「食品添加物の指定及び使用基準改正に

関する指針について」（平成 8 年 3 月 22 日衛化第 29 号厚生省生活衛生局長通知）

にはよらず「国際的に汎用されている香料の安全性評価の方法について」に基づ

NH2 
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き資料の整理を行っている。（参照 3） 
 
Ⅱ．安全性に係る知見の概要 

１．反復投与毒性 
5 週齢の SD ラット（各群雌雄各 10 匹）への強制経口投与による 90 日間反復

投与毒性試験（0、0.49、4.9、49 mg/kg 体重/日）では、雌の 49 mg/kg 体重/日
投与群で尿蛋白陽性例の増加傾向が認められた。一方、尿検査の他の項目、血液

生化学的検査の腎機能に係る項目及び腎臓の病理組織学検査において被験物質投

与に関連する変化は認められなかった。その他、一般状態、体重、摂餌量、血液

学的検査、血液生化学的検査、尿検査、眼科学的検査、器官重量並びに剖検及び

病理組織学的検査において、被験物質投与に関連する変化を認めなかった。これ

らの結果より、NOAEL は 4.9 mg/kg 体重/日と考えられた。（参照 4） 
 

２．発がん性 
発がん性試験は行われておらず、国際機関（International Agency for Research 

on Cancer（IARC）、European Chemicals Bureau（ECB）、U. S. Environmental 
Protection Agency（EPA）及び National Toxicology Program（NTP））による

発がん性評価も行われていない。 
 

３．遺伝毒性 

細菌（Salmonella typhimurium TA98、TA100、TA1535、TA1537 及び大腸

菌 WP2uvrA）を用いた復帰突然変異試験（最高用量 5 mg/plate。ただし、代謝

活性化系非存在下のS. typhimurium群については最高用量 2.5 mg/plate。）では、

代謝活性化系の有無に関わらず陰性の結果が報告されている。（参照 5） 
チャイニーズ・ハムスター肺由来培養細胞（CHL/IU 細胞）を用いた染色体異

常試験（最高用量 200 μg/mL（短時間処理・代謝活性化系非存在下）、720 μg/mL
（短時間処理・代謝活性化系存在下）、128 μg/mL（連続処理））では、代謝活

性化系の有無に関わらず陰性の結果が報告されている。（参照 6） 
7 週齢の ICR マウス（各群雄 5 匹）への 2 日間強制経口投与による in vivo 骨

髄小核試験（最高用量 250 mg/kg 体重/日）では陰性の結果が報告されている。

（参照 7） 
 
以上の結果から、本物質には、生体にとって特段問題となるような遺伝毒性は

ないものと考えられた。 
 

４．その他 
内分泌かく乱性及び生殖発生毒性に関する試験は行われていない。 
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５．摂取量の推定 
本物質の香料としての年間使用量の全量を人口の 10%が消費していると仮定

する JECFA の PCTT（Per Capita intake Times Ten）法による 1995 年の米国

及び欧州における一人一日あたりの推定摂取量は、それぞれ 0.1 µg 及び 28.3 µg
である（参照 1、8）。正確には指定後の追跡調査による確認が必要と考えられる

が、既に指定されている香料物質の我が国と欧米の推定摂取量が同程度との情報

があることから（参照 9）、我が国の本物質の推定摂取量は、およそ 0.1 から 28.3 
µg の範囲になると推定される。なお、米国では食品中にもともと存在する成分と

しての本物質の摂取量は、意図的に添加された本物質の約 3,800 倍であると報告

されている（参照 10）。 
 

６．安全マージンの算出 
90 日間反復投与毒性試験における NOAEL 4.9 mg/kg 体重/日と、想定される

推定摂取量（0.1~28.3 µg/人/日）を体重 50 kg で割ることで算出される推定摂取

量（0.000002～0.0006 mg/kg 体重/日）と比較し、安全マージン 8,000～2,000,000
が得られる。 

 
７．構造クラスに基づく評価 

本物質は構造クラスⅠに分類される。脂肪族一級アミン類に分類される食品成

分であり、主に酸化的脱アミノ化を受け、生成したアルデヒド類は、既存の代謝

及び排泄の経路に入ると推定される。 
本物質 100 mg を経口投与したヒトの尿中から代謝物として未変化体のアミン

が検出されている。本物質をウサギ肝ホモジネートとともにインキュベートする

と容易に酸化され、アンモニアが生成した。また、本物質をモルモット肝由来ア

ミンオキシダーゼとインキュベートすると、酸化的脱アミノ化により、主たる代

謝物としてイソバレルアルデヒドを生じたことが報告されている。（参照 8、11） 
 

８．JECFA における評価 

JECFA は、本物質を脂肪族及び芳香族のアミン類及びアミド類のグループとし

て評価し、推定摂取量は、構造クラスⅠの摂取許容値（1,800 μg/人/日）を下回る

ため、本物質は、現状の摂取レベルにおいて安全性上の懸念をもたらすものでは

ないとしている。（参照 8） 
 
Ⅲ．食品健康影響評価 

本物質には、少なくとも香料として用いられる低用量域では、生体にとって特段

問題となる毒性はないものと考えられる。また、食品安全委員会として、国際的に

汎用されている香料の我が国における安全性評価法（参照 3）により、構造クラス

Ⅰに分類され、安全マージン（8,000～2,000,000）は 90 日間反復投与毒性試験の
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適切な安全マージンとされる 1,000 を上回り、かつ、想定される推定摂取量（0.1
～28.3 μg/人/日）が構造クラスⅠの摂取許容値（1,800 μg/人/日）を下回ることを確

認した。 
イソペンチルアミンは、食品の着香の目的で使用する場合、安全性に懸念がない

と考えられる。 



香料構造クラス分類（イソペンチルアミン） 
            YES：    , NO：     
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START 
ｚ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1. 生体成分、或いはその光学異性体である 2. 以下の官能基を持つか 
脂肪族第２級アミンとその塩, cyano, N-nitroso,  
diazo, triazeno, 第4級窒素（例外あり） 

3. 構造に C,H,O,N,２価のＳ以外
の要素があるか 

19. open chainか 

4. 前項の質問でリストされなかったのは以下の何れかであるか 
a. carboxylic acidのNa,K,Mg,NH4塩 
b. amineの硫酸塩又は塩酸塩 
c. Na-,K-,Ca-sulphonate,sulphamate or sulphate 

16. 普通の 
terpene-hydrocarbon、 -alcohol、 
-aldehyde、または -carboxylic 
acid (not a ketone)であるか 

23. 芳香族化合物か 

6. ベンゼン環の以下の置換構造物質か 
a. 炭化水素またはその 1'-hydroxy or 
hydroxy ester体  かつ 
b. 一つ又は複数のalkoxy基があり、こ

のうち一つはaの炭化水素のパラ位 

14. 二つ以上の芳香族
の環を有するか 

5. 単純に分岐した、非環状脂
肪族炭化水素か炭水化物か 7. heterocyclic 構造である 8. lactoneか cyclic diesterであるか

22. 食品の一般的な成分又はその成分と
構造的に良く類似しているか 

17. 普通の terpene、-alcohol、 
-aldehyde 又は-carboxylic acid
に容易に加水分解されるか 

9. 他の環に融合しているか、5 又

は6員環のα,β−不飽和 lactoneか 
lactoneの場合はヒドロキシ酸として扱う。 
cyclic diesterの場合はそれぞれの構成要素として扱う。

25. 以下のいずれかか 
a. 24で述べた置換基のみのcyclopropane
又はcyclobutane 
b. mono- or bicyclic sulphide or mercaptan

11. いかなる環における

hetero 原子を無視して、複素

環は以下の置換基以外の置換

基をもつか 
単純な炭化水素（架橋及び単環
aryl or alkyl を含む）、alkyl 
alcohol ､ aldehyde ､ acetal ､
ketone、ketal、acid、ester(ラ
クトン以外のエステル)、 
mercaptan、 sulphide、methyl
ethers、水酸基、これらの置換
基以外の置換基をもたない単
一の環(hetero 又はaryl) 

10. 3員のheterocyclic化合物か

20. 次のいずれかの官能基を含む直鎖
又は単純に分岐した､脂肪族化合物か 
a. alcohol, aldehyde, carboxylic acid or 
esterが4つ以下 
b. 以下の官能基が一つ以上で一つずつ 
acetal, ketone or ketal, mercaptan, 
sulphide, thioester, polyethylene(n<4),  
１級又は3級amine 

29. 加水分解を受けて

単環式残基となるか 

18. 以下の何れかであるか 
a. diketone が近接；末端の vinyl 基に

ketone,ketalが接続 
b. 末端の vinyl 基に２級アルコールかそ

のエステルが接続 
c. allyl alcohol又はacetral、ketal又はester
誘導体 
d. allyl mercaptan, allyl sulphide, allyl 
thioester, allyl amine 
e. acrolein, methacrolein 又はそのacetal
f. acrylic or methacrylic acid 
g. acetylenic compound 
h. acyclic 脂 肪 族 ketone, ketal, 
ketoalcohol のみを官能基とし、4 つ以上

の炭素をketo基のいずれかの側に持つ 
i. 官能基がsterically hindered 

21. methoxy を除く３種類以上の
異なる官能基を含むか 

24. cyclopropane, cyclobutane と
そ の 誘 導 体 を 除 く

monocarbocyclic 化合物で置換さ

れていないか或いは以下の置換基

を 1 つ含む環または脂肪族側鎖を

持つか。（alcohol, aldehyde, 側鎖の

ketone, acid, ester, 又はNa, K, Ca, 
sulphonate, sulphamate, acyclic 
acetal or ketal） 

30. 環のhydroxy, methoxy基を無視して、

その環は以下に示す炭素数 1-5 の脂肪族

グループ以外の置換基を持つか。 
すなわち炭化水素あるいは alcohol, 
ketone, aldehyde, carboxyl, 単純 ester※
（加水分解を受けて炭素数 5 以下の環置

換体となる）を含む 脂肪族置換基。

28. 二つ以上の芳

香族環を持つか 

13. 置換基を有するか

12. hetero芳香族化合物か

26. 以下のいずれかか 
a. 24にリストした以外の官能基を含まない

b. 環 状 ketone の 有無 に関わ らず

monocycloalkanoneかbicyclic化合物

15. 一つずつの環に容

易に加水分解されるか

27. 環は置換基を持つか 

31. Q30の、acyclic 
acetal, -ketal or 
-esterの何れかか

32. Q30の官能基のみ、又は

Q31 の誘導体と以下の何れ

か又は全てを持つか 
a. 融 合 し た 非 芳 香 族

carboxylic ring 
b. 炭素数5を超える置換鎖

c. 芳香族環または脂肪族側

鎖にpolyoxyethylene鎖

Ⅲ

Ⅰ 

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅰ 

Ⅰ 

Ⅰ

Ⅲ Ⅱ

Ⅱ

Q18

Q11

Q20 Q23
複素環 開環 炭素環

芳
香
族
残
基 

そ
の
他 

※単純esterが加水分解さ

れるとき、芳香族以外は

Q19 ※単純esterが加

水分解されると

き、芳香族はQ18
Q22



 

 9

＜参照＞ 
1 RIFM (Research Institute for Fragrance Materials, Inc.)-FEMA (Flavor 

and Extract Manufacturers Association) database (website accessed in Aug. 
2009)（未公表） 

2 Nijssen LM, van Ingen-Visscher CA and Donders JJH (ed.), VCF volatile 
compounds in food, database version 11.1.1, TNO (Nederlandse 
Organisatie voor Toegepast Naturwestenschappelijk Onderzoek), the 
Netherlands (website accessed in Aug. 2009)（未公表） 

3 香料安全性評価法検討会：国際的に汎用されている香料の安全性評価の方法に

ついて（最終報告・再訂正版）（平成 15 年 11 月 4 日） 

4 (株)ボゾリサーチセンター：ラットによるイソペンチルアミンの 90 日間反復

強制経口投与毒性試験（厚生労働省委託試験）。2007 

5 (財)食品薬品安全センター秦野研究所：イソペンチルアミンの細菌を用いる復

帰突然変異試験に関する試験（厚生労働省委託試験）。2007 

6 (財)残留農薬研究所：イソペンチルアミンの哺乳類培養細胞を用いる染色体異

常試験（厚生労働省委託試験）。2007 

7 (財)残留農薬研究所：イソペンチルアミンのマウスを用いる小核試験（厚生労

働省委託試験）。2007 

8 WHO: Food additives series: 56, safety evaluation of certain food additives, 
aliphatic and aromatic amines and amides (report of 65th JECFA meeting 
(2006) ) 
参考：http://www.inchem.org/documents/jecfa/jecmono/v56je13.pdf 

9 新村嘉也（日本香料工業会）：平成 14 年度厚生労働科学研究報告書「食品用

香料及び天然添加物の化学的安全性確保に関する研究（日本における食品香料

化合物の使用量実態調査）」報告書 

10 Stofberg J and Grundschober F: Consumption ratio and food predominance 
of flavoring materials. Perfumer & Flavorist 1987; 12(4): 27-56 

11 イソペンチルアミンの構造クラス（要請者作成資料） 

 


	イソペンチルアミンCAS107-85-7
	消費者庁 P2-P7

	消食表第377号　消費者庁次長通知　　平成22年10月20日

	厚生労働省 P8-P14

	指定省令
	規格基準
	通知

	食品安全委員会 P15-P25
 
	評価書




